
1 
 

基本計画 2025（素案）に対するパブリックコメント 
 

◎ 募集期間：平成 27年 11月 28日（土）～12月 11日（金）【14日間】 

◎ 件数：10件・６人（ファックス１人、持参１人、Ｗｅｂ提出４人） 

№ 項目 意見の概要 区の考え方 

１ 全体 

計画に書いてあるような立派な板橋区

にするために、区民の一人として何か

努力しなければとの気持ちが生まれ

たものの、この計画は黙っていても区

役所がやってくれるのではないかとい

う心配がある。この計画は立派で美し

すぎるので、目標を達成するために自

分たちは何をやればよいのかわから

なくなる。 

基本構想で掲げた将来像を実現する

ためには、区はもとより区民一人ひとり

や地域の様々な団体、事業者、関係

機関などが協働して地域課題を解決

していく必要があると考えています。こ

のことを踏まえ、基本計画 2025 では、

政策分野別の施策展開及び計画を

推進する区政経営において、各主体

の主な役割を明らかにしています。 

２ 全体 

11 月 28 日発行の広報いたばしにお

ける基本計画 2025 素案の記事は紙

面が広すぎる。№１プラン 2018を中心

にまとめたものを再び広報するか、№

１プラン 2018のパンフレットをつくって

ほしい。 

№１プラン 2018は、基本計画 2025の

計画期間における最初の３年間のア

クションプログラムであることから、紙

面の都合上、政策の中長期的な方針

である基本計画 2025 の説明を優先し

て紙面を割いたところです。両計画と

もに概要版を作成するなど、策定後に

改めて広報いたばしや区ホームペー

ジなどを通じて、わかりやすい広報と

周知に努めていきます。 

３ 全体 

区民検討会や公募によるワークショッ

プなどを通して、区民から自分たちが

やるべきことの意見を沢山出させてほ

しい。それらをまとめて、区民がやるべ

きこと、区から区民にやってもらいたい

ことを一覧表にしてほしい。そのうえ

で、実行状況を点検し、しかるべき対

策をとるべき。 

平成 26年５月から６月にかけて実施し

た区民検討会の報告書を長期基本計

画審議会へ資料として提出し、審議・

検討してきました。基本計画 2025 で

は、政策分野別の施策展開及び計画

を推進する区政経営において、各主

体の主な役割を明らかにしています。

基本計画の進行管理については、計

画（Plan）→実施（Do）→評価（Check）

→改善（Action）…と循環するＰＤＣＡ

サイクルを効果的に機能させ、適宜改

善を図っていきます。 

４ 全体 

①個人（人的資源）、②地域（経済・社

会活動）、③環境（自然と技術の調

和）に着目した新基本構想に基づき、

育児・教育・健康、福祉や文化・産業

振興、環境共生・安心安全・都市利便

などの政策をバランスよく推進しようと

していることは、文明論的にみても合

理的で、よく考えられていると思う。 

基本計画 2025 では、新基本構想の

「ひと（個人）」「まち（地域）」「みらい

（環境）」に着目した３つの基本理念に

基づき、３つの基本目標を掲げ、９つ

の政策分野別に基本政策を推進して

いきます。 
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№ 項目 意見の概要 区の考え方 

５ 
第１章 

策定方針 

人口推計では、近年の住民基本台帳

人口の傾向から、かなり楽観的な目標

を立てているように思う。各自治体がこ

のような推計を行えば、人口の奪い合

いになってしまうのではないか。 

人口推計では、近年の出生数の増加

と転入超過の傾向を踏まえています

が、国全体で見たときに人口減少に

伴って地方から東京への人口移動も

少なくなっていくと推測されている中

で、将来にわたって近年の傾向を維

持していくためには、基本計画 2025

で打ち出した未来創造戦略や基本政

策を効果的に実施していく必要があ

り、決して楽観的であるとは言えないと

考えています。また、地方と東京はお

互いに連携することによって共存共栄

を図っていくべきだと考えています。 

６ 
第２章 

未来創造戦略 

地方で整備された医療・介護資源を

活かしつつ、地方の人口を確保する

ため、東京圏から地方へ高齢者の移

住を進める考え方がある中、板橋区で

は地域包括ケアの推進を打ち出して

いるが、本当に実現可能なのか。 

国は高齢者が住み慣れた地域でいつ

までも安心して暮らせる地域包括ケア

システムの構築を推進する一方で、昨

年来、地方創生の観点から、首都圏

に住む高齢者の地方への移住を進め

る考え方を打ち出しています。区で

は、地域包括ケアシステムの構築をめ

ざしているところであり、高齢者の移住

については、昨年実施した区民意識

意向調査において、区外に転出した

い意向を示した高齢者の割合が低い

傾向にある（60 歳代で 12％弱、70 歳

以上で４％弱）ことを踏まえ、当面の

間、区民ニーズ等を把握しながら研究

していきたいと考えています。 

７ 
第２章 

未来創造戦略 

今後、10 年間、重点的に力を入れて

いく分野が未来創造戦略であると理

解したが、この部分にどれだけの予算

をかけていくのか、これから明らかにし

てほしい。 

未来創造戦略に資する事業経費を 10

年間見通すことは困難ですが、「第４

章・計画を推進する区政経営」の中で

財政収支見通しを明らかにします。ま

た、基本計画 2025 に基づき策定する

短期的なアクションプログラムである実

施計画において計画事業として位置

付けるべき事務事業の 10か年目標量

を参考資料として掲載します。 

８ 

第３章 

政策分野別の

施策展開 

保育園の待機児童対策にあたって

は、新築マンションなどの建設によっ

て、対象人口が増加していく地域を優

先的に推進して、地域間で待機児童

数の偏在が発生しないよう配慮する考

え方を示してほしい。 

区では、幼児期の教育・保育の利用

状況や利用希望を踏まえ、地域によ

って待機児童数の偏在があることなど

を考慮して待機児童対策を推進して

います。この考え方を、未来創造戦略

の戦略Ⅰ「若い世代の定住化戦略」

の中で位置付けます。 
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№ 項目 意見の概要 区の考え方 

９ 

第３章 

政策分野別の

施策展開 

都営三田線の混雑が激しくなってお

り、今後も沿線地域のマンション建設

によって更なる混雑が予想される。区

民の利便性ある交通環境確保のた

め、東京都へ対策を求めるなどの考

えを計画に位置付けてほしい。 

都営三田線の交通環境の改善につ

いては、基本政策Ⅲ－３「快適で魅力

あるまち」の施策「利便性の高い公共

交通網の整備促進」の中に含まれて

おり、必要に応じて東京都へ適宜伝

えていきます。 

10 

第４章 

計画を推進す

る区政経営 

若い世代が減少し、高齢化率が高ま

る中にあって、厳しい財政運営が予想

される。戦略や施策の方向性を示す

だけでなく、事業量や経費も併せて示

してほしい。収入の身の丈に合った経

営をすべき。 

「第４章・計画を推進する区政経営」の

中で、10 年間の財政収支見通しを明

らかにします。また、計画期間の目標

事業量についても参考資料として掲

載します。 

 


